
はじめに 
 

 酒類は、酒税が課される財政上重要な物

品であり、安定した税収が見込まれること

から、国家財政において重要な役割を果た

しています。また、酒類は、「百薬の長」

と言われているほか、その国の食文化や地

域社会とも関わりの深い伝統性を有した代

表的な嗜好品の一つですが、アルコール飲

料であるため致酔性、習慣性を有するな

ど、社会的に配慮を要する物品でもありま

す。 

 酒税は、明治以降、地租とともに政府の

大きな財源となり、一時は地租を抜き国税

収入の中で首位となったこともありまし

た。その後、所得税・法人税等の直接税の

ウエイトが高まり、令和２年度において

は、酒税が国税収入に占める割合は1.7％

となっています。酒税は、毎年の大幅な増

減がない安定した税収を確保できる税目で

あり、令和２年度の税収は1.1兆円となっ

ています。 

 酒税の保全を図る観点から、その確実な

徴収と消費者への円滑な転嫁を目的とし

て、酒類の製造及び販売業については免許

制度が採用されています。 

 国税庁は、酒類業の所管官庁として、酒

税の保全と酒類業の健全な発達を図るた

め、人口の減少、国民の健康や安全性に対

する意識の高まり、生活様式の多様化と

いった酒類業を取り巻く環境の変化を踏ま

えつつ、消費者や酒類産業全体を展望した

総合的な視点に立った施策を行うととも

に、20歳未満の者の飲酒防止や酒類容器の

リサイクル等の社会的要請に対する取組も

行っています。 

 酒類の国内出荷数量は平成11年度をピー

クとして減少してきていますが、近年で

は、商品の差別化、高付加価値化、海外展

開等に取り組む事業者も少なくありませ

ん。また、酒類は地方創生やクールジャパ

ン等の観点からも重要なコンテンツであ

り、こうした新たな観点からの展開も広

がっています。更に、日本産酒類への国際

的な評価の高まりから、輸出も拡大してい

ます。 

 国税庁は、酒類業の更なる競争力強化や

輸出促進を図るため、関係省庁・機関等と

連携して、国内外における認知度向上のた

めの情報発信、海外における販路開拓支

援、国際交渉等を通じた輸出環境整備に積

極的に取り組むなど、国内向け施策と輸出

促進施策を両輪に酒類業の振興に努めてい

ます。 

 以下、酒類業界の状況や課題について、

統計データ等を参照しながら説明するとと

もに、事業所管官庁としての国税庁の取組

を紹介します。 
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 １ 酒類業界を巡る状況 

（1）国内市場の状況 

   国内市場の状況は、少子高齢化や人口減

少等の人口動態の変化、高度経済成長後に

おける消費者の低価格志向、ライフスタイ

ルの変化や嗜好の多様化等により、国内市

場は全体として中長期的に縮小してきてい

ます。【図１、２】 

   他方で、商品の差別化や高付加価値化、

地域連携や海外展開等に積極的に取り組

み、需要拡大につなげている事業者も少な

くありません。 

   このような状況の変化を背景に、酒類の

課税移出数量は平成11年度をピークとして

減少してきています。 

   また、各酒類の課税移出数量の構成比率

の推移を見ると、近年、その構成が大きく

変化していることがわかります。【図３】 

   特にビールの課税移出数量が大きく減少

していますが、これはビールから低価格の

発泡酒やチューハイ、ビールに類似した酒

類（いわゆる「新ジャンル」）に消費が移

 図１  人口の推移    

 図２  成人一人当たり酒類消費数量の推移    

 図３  酒類課税移出数量の推移    
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行していることが一因と考えられます。 

   また、清酒の課税移出数量は昭和48年度

のピーク時（177万KL）から令和２年度には

３割以下の41万KLまで減少しています。

【図４】 

   清酒の課税移出数量をタイプ別に区分し

て見ると、普通酒については減少傾向にあ

りますが、純米酒及び純米吟醸酒について

は、平成22酒造年度の8.1万KLから令和２酒

造年度は9.8万KLと約20％増加しています。

【図５、６】 

   更に、清酒製造業の出荷金額の単価は上

昇し、出荷金額も平成24年から増加基調に

あります。これらは、より高付加価値の商

品の需要の高まりを表すものと考えられま

す。【図７】 

   酒類業界の大半は中小企業ですが、商品

の差別化、高付加価値化、海外展開等に取

り組み、成長している事業者も少なくあり

ません。最近では、異業種やスタートアッ

プ、更には外国人が我が国の酒類業界に参

入する動きも見られます。 

   続いて、酒税の課税状況については、平

成６年度以降、減少傾向となっています。

令和２年度においては、1.1兆円となってい

るものの、安定した租税収入として引き続

 図６  特定名称酒の課税移出数量の推移    

 図４   清酒の課税移出数量の推移   

 図５   清酒のタイプ別 課税移出数量の推移      

 図７  清酒製造業の出荷金額と単価の推移    

資料： 経済産業省「工業統計表」より作成 

（注） 従業員４人以上の事業所 

（億円） （円/L） 

（千kl） 

（年度） 

（万kl） 

資料：「清酒製造状況等調査」（国税庁）より作成  

（万kl） 

資料：「清酒製造状況等調査」（国税庁）より作成  

41 

0

50

100

150

200
○清酒
昭和48年度にピーク（177万ＫＬ）
令和２年度はピーク時の３割以下

177

昭45 50 5560平元 5 10 15 20 25 令元48 2

421

277

144

98

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

昭63 5 10 15 20 25 令２
酒造年度

（７～翌６月）

総課税移出数量

普通酒

純米酒及び純米吟醸酒 特定名称酒

9,955 

3,855 

4,436 4,341 

551

615 

718 721 

500

550

600

650

700

750

800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平元年 平5年 平10年 平15年 平20年 平25年 令元年

4,099

出荷金額(左軸)

単価(右軸)

710

4,553

736

1.9 

5.4 

4.4 

2.7 

34%

23%

0%

10%

20%

30%

40%

0

10

20

30

40

50

万

清酒の課税移出に占める
特定名称酒の割合

清酒の課税移出数量に占める
純米酒及び純米吟醸酒の割合

昭63 5 10 15 20 25 令２
酒造年度
（７～翌６月）

本醸造酒

純米吟醸酒

純米酒

吟醸酒

－3－



き重要な役割を果たしています。【図８】 

   なお、令和２年度における酒税収入の内

訳を見ると、３割超がビール（約3,831億

円）であり、発泡酒（約813億円）、チュー

ハイや新ジャンルが大部分を占めるリ

キュール（約2,394億円）を合わせると、こ

れら低アルコール飲料でおよそ３分の２を

占めています。【図９】 

 

（2）日本産酒類の輸出の状況 

 酒類の輸出については、清酒（日本酒） 

やウイスキー等の日本産酒類の国際的な評

価の高まり等を背景に、近年は大きく伸長

を続けています。 

 令和３年の日本産酒類の輸出金額は、約

1,147億円（対前年61.4％増）となり、平成

24年以降、10年連続で過去最高を記録しま

した。 

（年度） 

(注) 令和２年度決算額 

 図８  酒類課税移出数量と課税額の推移    

 図９  酒税収入の状況 
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 輸出金額を品目別にみると、ウイスキー

が最も多く約462億円（対前年70.2％増）、

次いで清酒が約402億円（対前年66.4％増）

となりました。 

 また、輸出金額が上位の国・地域を見る

と、中華人民共和国が約320億円（対前年

85.2％増）、次いでアメリカ合衆国が約238

億円（対前年72.0％増）、香港が約148億円

（対前年48.0％増）となり、中華人民共和

国は令和２年に引き続き、輸出金額で首位

に立ちました。【図10】 

 清酒の輸出金額は、平成22年以降、12年

連続で過去最高を記録しました。清酒の輸

出金額が上位の国・地域を見ると、中華人

民共和国が約103億円（対前年77.5％増）と

初めて最大の輸出国となり、次いでアメリ

カ合衆国が約96億円（対前年89.2％増）、

令和２年において最も多かった香港は約93

億円（対前年50.7％増）となりました。欧

州市場の更なる開拓は今後の課題となって

います。輸出単価も12年連続で増加してお

り、マカオ、香港、シンガポール等が上位

となっています。【図11】  

 

  

 

資料：財務省貿易統計 

 図10  最近の日本産酒類の輸出動向    

 図11  最近の清酒の輸出動向    

資料：財務省貿易統計 

○輸出金額上位10か国・地域 

（単位：百万円、％）  
国・地域 令３年 

対前年 

増減率 

中華人民共和国 32,025 ＋85.2% 

アメリカ合衆国 23,811 ＋72.0% 

香港 14,758 ＋48.0% 
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〇品目別輸出金額 

（ 単位： 百万円、 ％）      
  

品 目 令３年 
対前年 

増減率 

ウイスキー 46,152 ＋70.2% 

清酒 40,178 ＋66.4% 
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（参考）EU・英国 747 
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  （参考）海外の市場環境について 

   ＷＨＯが2018年に発表した世界の地域区

分別アルコール消費動向に係る調査報告に

よると、2016年の15歳以上１人当たりの純

アルコール消費数量について、東地中海地

域の0.6Lからヨーロッパ地域の9.8Lまで大

きくばらつきがあり、かつ各地域で飲まれ

ている品目についても違いがあることが分

かります。【図12】 

 また、各地域の飲酒人口の割合につい

て、男女の差を見ると、どの地域でも女性

より男性の飲酒者の割合が多くなっていま

す。しかし、男女の比を見ると、ヨーロッ

パ地域の1.3倍から東地中海地域の3.8倍

と、地域によって違いがあることが分かり

ます。【表１】 

 

（3）新型コロナウイルス感染症の影響 

 令和３年の酒類消費は、前年に引き続き

新型コロナウイルス感染症の拡大により減

少しました。【表２】  

 輸出については、令和３年の輸出金額が

1,000億円を突破し、10年連続で過去最高を

記録するなど、好調に推移しています（前

述参照）。【表３】 

 

資料：世界保健機構（WHO）「Global status report on alcohol and 

health 2018」  

（注） 統計外消費とは、自家醸造や非飲用アルコール等政府が関知し

ていない消費量の推計値である。 

図12 
世界の地域区分別アルコール 

消費動向（2016年） 

資料：世界保健機関（WHO）「Global status report on alcohol and 

health 2018」  
（注）15歳以上を対象として算定している。  

表１ 
世界の地域区分別 

男女別飲酒人口の割合（2016年） 

表２ コロナ禍における酒類の消費動向（令和３年） 

（資料）総務省統計局「家計調査」（「2人以上世帯」の1世帯当たり平均消費支出金額【名目】） 

（単位：対前年同期比、％） 

 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計 

家計消費 +15.6 +2.6 ▲0.1 ▲5.7 ▲4.2 ▲3.3 +0.1 ▲8.3 ▲15.3 +6.3 ▲5.2 ▲1.2 ▲2.3 

飲食店消費 ▲90.8 ▲83.8 ▲49.9 +98.2 ▲6.2 ▲62.2 ▲52.7 ▲65.5 ▲82.6 ▲32.9 ＋1.5 ＋143.6 ▲49.2 

家庭消費 

+ 

飲食店消費 

▲28.8 ▲25.5 ▲10.6 ▲1.3 ▲4.3 ▲10.3 ▲7.9 ▲15.0 ▲24.3 ▲1.8 ▲4.1 ＋11.3 ▲10.2 

男性(%) 女性(%) 男性/女性
アフリカ地域 43.6 21.0 2.1
アメリカ地域 66.8 41.9 1.6
東地中海地域 4.6 1.2 3.8
ヨーロッパ地域 69.6 51.7 1.3
東南アジア地域 44.5 21.3 2.1
西太平洋地域 66.5 40.7 1.6
世界全体 53.7 32.4 1.7

地域区分
飲酒者の割合

－6－



（4）酒類業免許の状況等 

   酒類を製造するには、酒類製造免許を酒

類の品目や製造する場所ごとに取得する必

要があり、令和２年度末の酒類製造免許場

数（各酒類を通じたもの）は3,574場となっ

ています。 

   酒類製造免許場数は、長期的には減少傾

向でしたが、近年、果実酒（特に日本ワイ

ン）の人気の高まり等から増加傾向にあり

ます。【図13】 

 品目別に平成22年度と比べると、果実

酒、ビールのほか、その他の品目の製造免

許場数が増加しています。【図16】 

   その他の品目の製造免許場数が大きく増

加している要因としては、構造改革特別区

域法による最低製造数量基準の特例を受け

たその他の醸造酒（いわゆる「どぶろ

く」）やリキュール（特産品を原料とした  

もの）の酒類製造場が増加していることが 

挙げられます。 

 次に、酒類の販売業の状況について見ま

す。酒類の販売業を行うには酒類販売業免

許を販売場ごとに取得する必要がありま

す。酒類販売業免許は、酒類卸売業免許と

酒類小売業免許に区分されており、令和２

年度の酒類卸売業免許場数（全酒類）は

4,940場、酒類小売業免許場数（全酒類）は

166,858場となっています。【図14、15】 

 また、需給調整要件の段階的な緩和の結

果、酒類小売業免許場数（全酒類）は、平

成19年度までは増加していましたが、近年

は減少傾向にあります。 

 なお、この需給調整要件の緩和により、

スーパーマーケットやコンビニエンススト

アに加え、ホームセンターやドラッグスト

アの酒類小売業への参入が進んだ結果、一

般酒類小売業免許場の業態別構成比ではこ

れらの業態の比率が増加する一方で、一般

酒販店の比率が大きく減少するなど、酒類

小売業界の構造は大きく変化しています。

【図17】 

 

２ 酒類業界の主な課題 

 

 こうした状況の中、関係法令等のコンプラ

イアンスの確保はもちろんのこと、酒類市

場や需要の拡大、酒類業の健全な発達に向

けた、酒類産業振興への取組、特に伸びし

ろが大きい海外市場への輸出促進を中心と

した振興策の強化はこれまで以上に重要で

あり、主に以下のような課題に取り組むこ

とが必要であると考えられます。  

 
（1）商品の差別化･高付加価値化等 

酒類の国内需要が長期的に減少傾向にあ

り、これまでの取組を継続するだけでは今

資料：財務省貿易統計 

表３ コロナ禍における酒類の輸出動向（令和３年） 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計 

輸出 

金額 

（億円） 

76.6 80.0 102.5 107.9 92.4 104.3 102.2 92.8 92.5 100.8 90.3 104.3 1,146.7 

対前年 

同期比 

（％） 

+52.9 +43.0 ＋84.5 +105.6 +139.2 +88.8 +76.9 +75.2 +49.4 +39.5 +22.9 +24.2 +61.4 

－7－



酒類製造業の現状（製造免許場数の比較） 図16 

資料：平成13年度及び17年度は酒類小売業者経営実態調査による。令和元年度は酒類小売業者の概況による。 

注釈：ＨＣ（ホームセンター）、ＤＳ（ドラッグストア） 
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後の需要の回復・拡大が見込めない中で、

酒類事業者には、従来型の商品の開発・製

造・販売等の方法にとらわれず、新たな商

品・サービスの創造、新たな市場の開拓に

取り組み、経営改革や酒類業界の構造転換

を推進していくことが求められています。 

 また、近年、異業種やスタートアップ等

による新規参入や、清酒の出荷金額の単価

上昇（高付加価値化）の動き等も確認され

ており、こうした動きが酒類業界全体の動

きとなることが期待されます。 

 

（2）海外市場の開拓（輸出促進） 

 現在、酒類市場は世界全体で100兆円を超

える規模があるとされています。他方で、

日本産酒類の輸出額は近年大きく伸長を続

けているものの、依然として世界の酒類市

場のわずか0.1％にも満たない規模にとど

まっていることに鑑みれば、日本産酒類の

認知度向上及び販路拡大等を通じた海外市

場の一層の開拓は、酒類業の更なる発展の

ために必要不可欠な取組です。 

 海外の流通市場においては、地場の流通

大手が圧倒的な市場シェアを占めるケース

もあり、これら流通大手との取引を実施・

継続することが販路拡大において重要とな

ります。    

 そのためには、商品の品質の高さに加え、

海外における認知度の高さ（「商品を陳列

すれば売れる」こと）が求められていま

す。   

 しかし、現状では、日本産酒類の海外にお

ける認知度は、一部の銘柄を除きまだまだ

低いことが課題となっており、また、商品

の選定・開発やその提供方法について、現

地の消費者の嗜好やニーズをより一層踏ま

えていく（マーケットインの発想）必要が

あると考えられます。 

 また、輸出先国によっては、酒類に高い

関税が課されているほか、その取扱いにつ

いても、例えば米国では流通可能なワイン

の容量に制限があるなど、様々な規制があ

ります。  

 

（3）技術の活用と人材の確保等 

 酒類業従事者の高年齢化や、なり手不足

が進む中、特に酒類製造業者においては、

杜氏等の専門家が有する技術やノウハウの

継承が課題となっています。 

 生産体制の見直しなどを通じて、人材の

確保・育成や働きやすい環境の整備、事業

承継等の課題に取り組むとともに、醸造技

術をはじめとする日本酒等の文化的価値の

保存に努めることにより、日本の伝統的な

酒造りの技術について、その円滑な継承や

更なる開発・活用を進める必要がありま

す。 

 

（4）中小企業支援 

 酒類事業者は、中小企業がその多くを占

めているものの、歴史的・文化的に地域社

会とのつながりが深く、地域の中核的な存

在として地域経済やコミュニティの活性化

等において重要な役割を果たしています。 

 また、酒類及び酒類事業者は、経済・観光

資源として地方創生の観点から有望なコン

テンツであり、酒類業界にとどまらず、地

域社会全体の活性化・構造改革をなし得る

可能性を有しています。 

 こうした観点から、酒類事業者が、社会

経済情勢の変化等に適切に対応するととも

に、地方創生の実現・推進により密接に関

わっていけるよう、業界団体や酒類事業者

による技術や文化の継承等の取組に加え、

酒類事業者のニーズを踏まえた効果的な支

援を実施する必要があります。 
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（5）コンプライアンスの確保等 

 酒類が、酒税の課される財政上重要な物品

であるとともに、致酔性や習慣性を有する

等、社会的に配慮を要する物品であるという

特殊性に鑑み、その製造・販売に免許制を採

用しています。 

 また、公正な取引環境の整備、20歳未満

の者の飲酒防止、アルコール健康障害対策

等について、関係法令のコンプライアンス

の確保等に努めています。 

  

３ 国税庁の取組 

 

 このような酒類業界の現状や主な課題等を

踏まえ、主に、以下の取組を通じて、国内外

の酒類市場の拡大を図り、酒類業の更なる振

興、健全な発達につながるよう取り組んでい

きます。 

 なお、取組に当たっては、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大防止等にも十分配意しなが

ら、オンライン等を活用した効率的・効果的

な実施に努めてまいります。 

 

（1）商品の差別化・高付加価値化等 

  ① ブランド化推進事業等の推進 

  〇ブランド化推進事業 

 日本産酒類の輸出促進には、商品等の高

付加価値化や認知度向上に向けた取組が重

要であることから、令和３年度には、海外

のニーズを踏まえたブランド戦略の構築等

を支援し、有効な手法等の調査・実証分析

を行った上で、その結果を公表しました。 

  また、このような取組を「日本産酒類海

外展開支援事業費補助金（ブランド化・酒

蔵ツーリズム補助金）」として補助事業化

し、酒類事業者の主体的な取組を促進する

ことで、業界全体のブランド化の推進を

図っています。 

 令和４年度においても、補助事業として

引き続き事業者によるブランド化を推進す

る取組を支援します。    

 

○日本産酒類のブランド戦略検討会  

令和元年、輸出のポテンシャルが高いと

期待される日本酒に焦点を当て、日本酒業

界全体での輸出拡大やブランディングを推

進する観点から「日本酒のグローバルなブ

ランド戦略に関する検討会」を開催し、委

員に加え、関係省庁・機関や有識者を交

え、現状の課題や今後の取組等について多

面的な議論を行いました。 

令和３年度から、「農林水産物・食品の

輸出拡大実行戦略」（令和２年12月15日農

林水産業・地域の活力創造本部決定）にお

いて、日本酒、ウイスキー、本格焼酎・泡

盛が輸出の重点品目とされたこと等を踏ま

え、本検討会の議論の対象を、日本酒から

重点品目を中心とした日本産酒類全体に拡

大し、「日本産酒類のブランド戦略検討

会」に改組し議論を行っています。 

今後、本検討会での議論の内容を踏ま

え、現状の課題や、日本産酒類全体のブラ

ンド価値の向上、更なる輸出促進のために

取り組むべき施策等について取りまとめ、

酒類産業の振興施策に活用する予定です。 

  

② 地理的表示制度等の活用 

 地理的表示（ＧＩ）制度は、酒類の地域ブ

ランド化、国内外における当該酒類の認知度

向上を推進する上で、極めて有効なツールで

あると考えられることから、手続面・技術面

等の支援を通じ新規ＧＩの指定及び既存ＧＩ

の見直し（磨き上げ）に向けた取組や、消費

者向けシンポジウムの開催等を通じた既存Ｇ

Ｉの普及・活用に向けた取組をこれまで以上

に加速していきます。 
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 このほか、平成30年10月に施行された「果

実酒等の製法品質表示基準」の円滑な定着に

向けた周知等により、日本ワインのブランド

価値向上に取り組みます。 

 更に、「清酒の製法品質表示基準」や「酒

類における有機の表示基準」等の規定の見直

するほか、業界団体による自主基準の策定等

に向けた取組を推進します。 

 

（2）海外市場の開拓（輸出促進） 

 日本産酒類の輸出促進に係る取組について

は、「成長戦略フォローアップ」（令和３年

６月18日閣議決定）等累次の閣議決定におい

て、輸出拡大等の方針が示されています。政

府全体としては、農林水産物・食品の輸出額

を、2025年までに２兆円、2030年までに５兆

円とすることを目指すとされており、目標の

達成に向けて、「農林水産物・食品の輸出拡

大実行戦略」（令和２年12月15日農林水産

業・地域の活力創造本部決定）において、重

点27品目及びターゲット国ごとの輸出額目標

等が定められました。 

酒類については、清酒、ウイスキー、本格

焼酎・泡盛の３品目が重点品目とされたこと

を受け、これらの品目及びターゲット国ごと

に定めた戦略を着実に推進します。 

 同戦略を効果的に推進するためには、日本

産酒類に係る①認知度向上と、②販路拡大の

双方を同時に実現していく必要があります。 

 また、その推進に当たっては、マーケット

インの発想に立ち、各ターゲット国における

酒類の規制・制度、消費者の嗜好等の詳細な

情報を収集・アップデートしていくほか、関

係省庁・機関のネットワークの活用により、

これらの情報を的確に活用する必要がありま

す。 

 

 

① 認知度向上 

〇国際的プロモーション 

 海外における認知度向上については、官民

の適切な役割分担の下、より効率的・効果的

な実施に留意しながら、国際的なイベント等

の機会を利用したプロモーションや海外の酒

類専門家の酒蔵等への招へい等に取り組むと

ともに、「農林水産物・食品の輸出拡大実行

戦略」上のターゲット国を中心とした認知度

向上に重点的に取り組んでいます。 

  

〇酒蔵ツーリズムの推進等 

 日本産酒類の輸出促進には、商品等の高付

加価値化や認知度向上に向けた取組が重要で

あることから、令和３年度には、インバウン

ド需要の開拓を図る施策として、酒蔵を含む

観光資源の組合せによるインバウンド消費拡

大を目指す取組についてのモデル事例の構築

等を支援し、有効な手法等の調査・実証分析

を行った上で、その結果を公表しました。 

 また、このような取組を「日本産酒類海外

展開支援事業費補助金（ブランド化・酒蔵

ツーリズム補助金）」として補助事業化し、

酒類事業者の主体的な取組を促進すること

で、業界全体での酒蔵ツーリズムの推進を

図っています。  

 令和４年度においても、補助事業として引

き続き事業者による酒蔵ツーリズム推進の取

組を支援することとしています（注）。 

 更に、海外消費者の日本酒に対する理解を

深めるために、日本酒の輸出用「標準的裏ラ

ベル」の活用、酒類のブランディングや地理

的表示（ＧＩ）制度の活用を推進していま

す。 

 このほか、商品の差別化・高付加価値化等

（３(1)再掲）の取組については、日本産酒

類の認知度向上の観点からも効果的である場

合も多いと考えられることから、相乗効果を
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発揮できるよう、両取組を推進することとし

ています。  
  

（注）酒類製造者が自ら製造した酒類を訪日

外国人旅行者等に販売した場合に消費税

に加えて酒税が免税となる「酒蔵ツーリ

ズム免税制度」が平成29年10月から施行

されました。令和３年10月現在で143の

酒類製造場が免税販売の許可を取得して

おり、引き続き活用促進に努めます。 

  

② 販路拡大 

  販路の拡大については、令和２年７月に立

ち上げた「日本産酒類輸出促進コンソーシア

ム」を通じ、輸出に意欲的に取り組もうとす

る国内酒類製造業者等と輸出商社・酒類卸売

業者等とのビジネスマッチングを推進し、輸

出機会の創出に努めます。令和３年５月には

専用Ｗｅｂサイトをリニューアルし、Ｗｅｂ

サイトのマイページに自社商品やサービスを

登録し、気になる事業者に商談会を申し込む

ことができるようになりました。 

  また、「農林水産物・食品の輸出拡大実行

戦略」上のターゲット国を中心に、海外の大

規模展示会への出展や、商談会を通じた酒類

事業者等と海外の輸入・流通業者とのビジネ

スマッチングを実施します。特に、地場の大

手小売との商談機会を設けるなど、現地の酒

類市場の状況を踏まえた効果的な取組を実施

します。 

 

③ 国際交渉を通じた関税の撤廃 

経済連携協定（ＥＰＡ）等の国際交渉にお

いて、関税や輸入規制の撤廃・緩和等を求め

ており、引き続き、関係省庁と緊密に連携し

ながら、これらの実現に向け着実に取り組ん

でいます。 

 

○関税や輸入規制の撤廃等の国際交渉 

 ＥＰＡ等の国際交渉において、関税や輸入

規制等の撤廃、地理的表示（ＧＩ）の保護等

を求めています。 

・ 平成31年２月に発効した日ＥＵ・ＥＰＡ

では、ＥＵに対する日本産酒類の輸出につ

いて、①全ての酒類の関税即時撤廃、②

「日本ワイン」の輸入規制の緩和、③単式

蒸留焼酎の容量規制の緩和、④ＥＵ域内に

おける酒類の地理的表示（ＧＩ）の保護を

実現しました。【参考】 

・ 令和２年１月に発効した日米貿易協定で

は、米国は、①ワイン、蒸留酒の容量規制

の改正に向けた手続を進めること、②米国

での日本産酒類の10の地理的表示（ＧＩ）

の保護に向けた検討手続を進めること、③

米国での酒類の販売に必要なラベルの承認

のための手続の簡素化、④米国市場におけ

る日本の焼酎の取扱いについてレビューを

行うことについて約束しました。 

このうち、蒸留酒の容量規制について、

令和２年12月29日に連邦規則の改正が告示

され、四合瓶（720ml）や一升瓶（1.8L）等

での米国内での流通が可能となりました。

更に、保護に向けた検討手続を進めること

を約束した日本産酒類の10の地理的表示

（ＧＩ）のうち３表示（日本酒、山梨、北

海道）については、米国のルールで保護さ

れていることを確認しました。  

 ・ 令和３年１月に発効した日英包括的経済

連携協定（ＥＰＡ）では、英国関税の撤廃

や日本ワインの輸入規制緩和、日本産酒類

の地理的表示（ＧＩ）の保護について日Ｅ

Ｕ・ＥＰＡと同一内容を確保するととも

に、容量規制緩和の拡充を実現し、新たに

五合瓶（900ml）での流通が可能となりま

した。 

・ 令和４年１月に発効した地域的な包括的
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 表４   

  参考   日ＥＵ・ＥＰＡの概要 

          
 

  清酒・焼酎 

  
  

 ＥＵ側は清酒の関税を即時撤廃 

 （焼酎は従前から無税） 

 日本側は清酒・焼酎の関税を11年目に撤廃 

 （段階的撤廃） 

関税 

  
  

 相互保護を確保 
※従前は、日本の地理的表示（ＧＩ）はＥＵでは  

 保護されませんでした。 

地理的表示（ＧＩ）

  
  

 単式蒸留焼酎の容量規制が緩和され、四合瓶

や一升瓶の輸出が可能となりました。 
 ※ＥＵにおいては、蒸留酒（焼酎含む）につい

て、700mlや1,750ml等の決められた容量以外  

では流通・販売ができない容量規制があり、

従前は四合瓶や一升瓶での輸出はできません

でした。  

非関税措置 

          
 

  ワイン 

 
  

 ＥＵ側、日本側ともに即時撤廃 

関税 

 
  

 相互保護を確保 
※従前は、日本の地理的表示（ＧＩ）はＥＵでは  

 保護されませんでした。 

地理的表示（ＧＩ） 

  
  

 日本ワインの輸入規制が緩和されました。 
 ※ＥＵにおいては、ＥＵワイン醸造規則に従って

製造されたもの以外は流通できないこととされ

ており、日本からＥＵにワインを輸出する場

合、従来、例えば、ワイン製造過程で添加され

る糖の量や使用されるぶどう品種が限定されて

いましたが、「日本ワイン」であれば当該要件

にかかわらず輸出が可能となりました。 
 ※また、ＥＵワイン醸造規則に従っている旨の公

的機関が発行した証明書の添付義務がありまし

たが、「日本ワイン」であることについての業

者の自己証明によって輸出が可能となりまし

た。  

非関税措置 

地域的な包括的経済連携（ＲＣＥＰ）協定の概要 

主な品名 

中国 韓国 

現在の 

関税率 
合意内容 

現在の 

関税率 
合意内容 

ビール 無税 無税 30% 20年目撤廃 

ボトルワイン 14% 11年目撤廃 15% 
10～15年目 

撤廃 

清酒 40% 21年目撤廃 15% 15年目撤廃 

ウイスキー 5% 
11年目撤廃 

（注１） 
20% 

10～15年目 

撤廃 

焼酎 10% 21年目撤廃 30% 20年目撤廃 

日本産酒類の中国・韓国へのアクセス 

 （注１）交渉時の関税率である10％から段階的に削減し、11年目に撤廃 

主な品名 
現在の 

関税率 
合意内容 

ビール 無税 無税 

ボトルワイン 
15%又は 

従量税（注２） 
16年目撤廃 

紹興酒／マッコリ 42.4円/L 21年目撤廃 

ウイスキー 無税 無税 

白酒／ソジュ 16% 21年目撤廃 

ＲＣＥＰ参加国の日本へのアクセス 

 （注２）ボトルワインの関税率は、15%又は125円/Lのうち 

    いずれか低い税率。ただしその税率が67円/Lを下 

    回る場合は67円/L 
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経済連携（ＲＣＥＰ）協定では、日本が初

めてＥＰＡを締結する中国・韓国から清酒

等の関税の段階的撤廃を獲得しました。

【表４】 

・ 東日本大震災に伴う東京電力福島第一原

子力発電所の事故を起因とした各国の輸入

規制については、引き続き科学的根拠に基

づき、撤廃を求めていきます。 

 

〇輸出手続の利便性向上 

 日本から輸出する酒類の通関に際して輸出

先国から求められる場合に各国税局・沖縄国

税事務所が発行する輸出証明書について、申

請書を書面で作成し必要書類と合わせて郵送

する従来の申請方法に加えて、令和３年４月

１日から、輸出証明書発給システムを利用し

たインターネットでの申請が可能となりまし

た。   

  
（3）技術の活用と人材の確保等 

① 酒類業構造転換支援事業の推進 

 酒類業は、国内需要の減少や酒類業従事者

の減少・高年齢化等の構造的課題に直面して

おり、これらの構造的課題に対応するために

は、酒類事業者の経営改革、酒類業の構造転

換を促進することが必要です。 

 このような観点のもと、令和２年度第３次

補正予算において、「酒類業構造転換支援事

業費補助金（フロンティア補助金）」を創設

し、商品の差別化、販売手法の多様化、ＩＣ

Ｔ技術の活用に関する新規性・先進性のある

取組に対し、補助を行いました。また、当該

補助金の第３期公募においては、補助対象事

業に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により顕在化した課題への対応のための事業

を追加し、支援しました。 

 令和４年度においても、補助事業として

引き続き酒類業の構造的課題に対応するた

めの取組や新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により顕在化した課題への解決に向

けた取組を支援することとしています。 

 

② 日本酒、焼酎・泡盛等のユネスコ無形

文化遺産登録に向けた取組の推進 

 文化庁や、醸造技術等の発展のための活

動を目的として設立された「日本の伝統的

な酒造り技術の保存会」等と連携して、伝

統的な酒造り技術の保護・継承及び日本

酒、焼酎・泡盛等のユネスコ無形文化遺産

登録に向けた取組を実施しています。 

 岸田内閣総理大臣の施政方針演説（令和

４年１月17日第208回通常国会）において

も、「日本酒、焼酎、泡盛など文化資源の

ユネスコへの登録を目指すなど、日本の魅

力を世界に発信していきます」と表明され

ています。 

・ 令和３年12月、「日本の伝統的なこうじ

菌を使った酒造り」について、酒造り技術

に関する文化的要素や、酒造りの担い手に

受け継がれている技術とその歴史等を整理

し、公表しました。 

・ 令和３年12月２日に「伝統的酒造り」が

登録無形文化財に登録されました。 

・ 令和４年３月には「伝統的酒造り」のユ

ネスコ無形文化遺産への提案が決定しまし

た。 

・ ユネスコ無形文化遺産登録に向けた機運

を醸成するため、ポスター・ＰＲ動画の制

作（令和３年12月～）、シンポジウムの開

催（令和４年２月～）、交通広告（令和４

年３月）等を実施しています。   

 

③ 酒類総合研究所による技術支援 

 酒類総合研究所は、酒類業振興の技術基

盤を担う機関として、新たな価値の創造に

資する研究といった日本産酒類のブランド

価値向上のための研究や、酒類製造の技術
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基盤の強化のための各種醸造微生物及び原

料の特性把握等の研究などを積極的に推進

します。 

 さらに、酒類醸造講習や鑑評会を業界団

体と共催し、酒類業界の人材育成等のため

の取組を実施します。 

 また、酒類に関するナショナルセンター

として、アウトリーチ活動及びオープンサ

イエンスを推進し、産業界、大学、公設試

験研究機関等と連携した取組を実施すると

ともに、各地域の現状を把握している各国

税局鑑定官室（沖縄国税事務所主任鑑定官

を含む。以下同じ。）と密接に連携しなが

ら醸造技術等の普及の推進等を図ります。 

 

（4）中小企業支援 

① 業界団体等との連携 

 日本酒造組合中央会が実施する清酒製造

業近代化事業をはじめ、各業界団体の実施す

る取組と連携しながら、酒類事業者のニーズ

を踏まえた効果的な支援を実施します。 

 なお、支援に当たっては、官民の適切な

役割分担に留意し、より効率的な支援の実

施に努めます。 

 また、関係省庁・機関や地方自治体等と

連携しながら、政府の中小企業向け施策

（相談窓口、補助金、税制、融資等）につ

いて、酒類事業者や業界団体に情報を提供

し、活用の促進に取り組みます。特に、酒

類事業者は、地域経済や社会とのつながり

が密接であることから、地方自治体等と連

携した効果的な支援を検討・推進します。 

 

② 技術相談等の技術支援 

 各国税局鑑定官室では、技術相談等を

通じて酒類総合研究所の研究で得られた

醸造技術等を普及させ、酒類事業者の商

品開発や酒類の品質管理等の取組を積極

的に支援するほか、各地域での業界団体

等の取組を支援します。各国税局鑑定官

室が把握した、各地域の酒類事業者の

ニーズについては、酒類総合研究所と連

携して対応します。 

 

（5）コンプライアンスの確保等 

 免許事務の適切な執行や公正な取引環境

の整備、20歳未満の者の飲酒防止、アルコー

ル健康障害対策等への対応といった関係法令

のコンプライアンスの確保等は、酒類業の健

全な発達のために極めて重要であることか

ら、酒類業界及び関係省庁と密接に連携・協

力しながら、引き続き、着実に取り組むとと

もに、社会経済情勢の変化に適切に対応する

ため、近年の規制改革等の実施状況や酒類の

安全性等に係る社会的要請も踏まえながら、

必要に応じて、税制改正要望等についても検

討します。 

 

① 免許事務 

 酒類の製造及び販売業の免許事務について

は、手続の簡素化等の規制改革を着実に実施

しているほか、制度の趣旨を踏まえ、申請等

に対して適正な審査を行っています。  

 また、長期間休造又は休業中の酒類製造場

や酒類販売場については、的確な実態把握等

に努め、免許の取消処分を行うなど、適切に

対処しています。 

 事業者からの相談や申請等については、事

業者の置かれた立場等に十分配意して、丁寧

に対応することとしています。 

 

 ② 酒類業組合の監督 

 酒類業組合の業務又は会計が法令等に違反

している場合や運営が著しく適正を欠く場合

には、改善措置を講ずるよう指導・助言する

など、適正な運営となるよう酒類業組合の監
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督を行っています。 

 

③ 酒類の公正な取引環境の整備 

 酒類の公正な取引環境の整備に当たって

は、「酒類の公正な取引に関する基準」等を

酒類事業者に周知・啓発し、公正取引の確保

に向けた酒類事業者の自主的な取組を促すと

ともに、酒類の取引状況等実態調査の効果的

な実施に努めることにより、公正取引の確保

を推進しています。なお、同基準について

は、平成29年６月の施行後に実施してきた調

査結果などを踏まえた見直しを行い、令和４

年３月31日に改正し、同年６月１日から適用

することとしました。  

 

 ④ 適正な表示の確保 

 酒類の容器及び包装には、酒税の保全の観

点から、当該酒類の品目等の所定の事項の表

示義務が課されています。 

また、酒類の円滑な取引や消費者利益に資

する観点から、法令に基づき、酒類の製法、

品質等の表示基準を告示として定めていま

す。 

表示基準のうち、「清酒の製法品質表示基

準」及び「酒類における有機表示基準」につ

いては、国内外の消費者にとっての分かりや

すさや日本産酒類のブランド価値の向上、及

び日本産酒類の輸出環境整備の観点からの見

直しを検討しています。 

このほか、食品を摂取する際の安全性の確

保等の観点から、平成27年４月に食品表示基

準が定められ、令和２年４月より、酒類の容

器及び包装においても、食品表示基準に基づ

く表示の適用が開始され、令和４年４月から

は、国内で製造された酒類を含む全ての加工

食品（輸入品を除く。）に原料原産地表示が

義務化されます。 

 これらの酒類の表示に関して、適正な履行

がなされるよう調査・指導等を行っていま

す。 

 

⑤ 品質・安全性の確保 

 酒類の生産から消費までの全ての段階にお

ける酒類の安全性の確保と品質水準の向上を

図ることを目的として、酒類の製造工程の改

善等に関する技術指導を行っています。 

 

⑥ 資源リサイクル等の推進 

 食料品業界の一員として、酒類容器のリサ

イクルや食品廃棄物の発生抑制等を通じた循

環型社会の構築の観点から、酒類業団体等を

通じて酒類容器のリサイクル等への取組が一

層推進されるよう周知･啓発を行うとともに、

毎年10月を「３Ｒ推進月間」と定め、関係省

庁と連携した啓発活動を行っています。 

 また、ビール業界では「地球温暖化対策計

画」（令和３年10月22日閣議決定）に基づき

策定した低炭素社会実行計画に取り組んでお

り、国税審議会酒類分科会において、これら

の取組を評価・検証しています。  

 

⑦ 20歳未満の者の飲酒防止対策 

 20歳未満の者の飲酒防止に向け、啓発ポス

ターやパンフレットを作成するほか、毎年４

月を「20歳未満飲酒防止強調月間」と定め、

関係省庁・業界団体と連携した啓発活動を

行っています。 

 また、「二十歳未満の者の飲酒防止に関す

る表示基準」の制定や酒類販売管理研修等を

通じて、酒類の適正な販売管理を確保するよ

う酒類業者等へ指導するとともに、関係省庁

と連名で酒類販売時の年齢確認の徹底を要請

する文書を酒類販売業者等に発出し、指導し

ています。 
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⑧ アルコール健康障害対策等の推進 

 アルコール健康障害対策基本法（平成26年

６月施行）に基づき策定された第２期の「ア

ルコール健康障害対策推進基本計画」（2021

年４月～2026年３月）などを踏まえ、関係省

庁、酒類業団体とも連携・協力しながら、20

歳未満の者の飲酒防止対策やアルコール健康

障害の発生防止等に向けた取組を推進しま

す。 
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